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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１ 当社は、中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移

については記載しておりません。 

２ 当社は、３月16日から翌年３月15日までの12ヶ月間を１事業年度としております。 

３ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

４ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

５ 平成16年４月30日付をもって１株につき２株の割合で株式分割を行っております。 

６ 第38期の１株当たり配当額25円には、特別配当５円を含んでおります。 

７ 第40期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９

  日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

  計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

回次 第38期中 第39期中 第40期中 第38期 第39期 

会計期間 

自 平成16年 
３月16日 

至 平成16年 
９月15日 

自 平成17年 
３月16日 

至 平成17年 
９月15日 

自 平成18年 
３月16日 

至 平成18年 
９月15日 

自 平成16年 
３月16日 

至 平成17年 
３月15日 

自 平成17年 
３月16日 

至 平成18年 
３月15日 

売上高 (百万円) 98,190 101,804 103,828 193,860 200,161 

経常利益 (百万円) 6,709 6,293 4,794 12,644 11,198 

中間（当期）純利益 (百万円) 3,781 1,531 2,651 7,191 4,153 

持分法を適用した場

合の投資利益 
(百万円) ― ― ― ― ― 

資本金 (百万円) 12,857 12,921 12,995 12,857 12,980 

発行済株式総数 (株) 24,502,120 24,536,420 24,580,220 24,502,920 24,569,820 

純資産額 (百万円) 63,888 68,302 73,083 67,319 71,085 

総資産額 (百万円) 144,973 146,692 154,098 143,792 146,601 

１株当たり純資産額 (円) 2,607.52 2,783.80 2,973.15 2,744.40 2,891.08 

１株当たり中間（当

期）純利益 
(円) 154.35 62.48 107.87 290.45 167.12 

潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）

純利益 

(円) 154.00 62.38 107.82 289.87 166.70 

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 25.00 25.00 

自己資本比率 (％) 44.1 46.6 47.4 46.8 48.5 

営業活動によるキャ

ッシュ・フロー 
(百万円) 12,261 8,072 8,416 13,554 9,304 

投資活動によるキャ

ッシュ・フロー 
(百万円) △5,154 △3,389 △3,182 △10,119 △10,585 

財務活動によるキャ

ッシュ・フロー 
(百万円) △253 △1,353 1,772 △1,079 △1,592 

現金及び現金同等物

の中間期末（期末）

残高 

(百万円) 22,221 21,056 21,858 17,726 14,852 

従業員数 

（外、パートタイマ

ー及び嘱託） 

(名) 
1,536 

(2,145) 

1,663 

(2,353) 

1,796 

(2,638) 

1,544 

(2,164) 

1,686 

(2,312) 



 ８ 従業員数は正社員数であり、（ ）内にパートタイマー及び嘱託（１日８時間換算、平均雇用人員）を外数

で記載しております。なお、従業員数は、就業人員数を記載しております。 

２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は正社員であり、（ ）内にパートタイマー及び嘱託（８時間換算、当中間会計期間の平均雇用人

員）を外数で記載しております。なお、従業員数は、就業人員数を記載しております。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年９月15日現在

従業員数（名） 1,796（ 2,638  ） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

  当中間会計期間におけるわが国経済は、好調な企業収益を背景とした設備投資等の拡大や雇用改善等の動きが

見られ、景気は回復基調にありました。しかしながら、ドラッグストア業界においては、競合他社の出店が相次

ぐ中、天候不順の影響による季節商品の伸び悩みに加え、デフレ傾向も続いており依然として厳しい状況が続い

ております。 

  このような中、普段の生活における買物の拠点になるべく、当社では独自のメガ・ドラッグストアの店舗展開

を進め、医薬品、化粧品の専門性強化策を行う一方、品揃えや販売価格の見直しを行うことにより、積極的な集

客に努めてまいりました。しかしながら、昨年の花粉が大量に飛散した反動減の影響や梅雨が長引いたことによ

り集客に影響したこと等から売上及び利益率の低下につながりました。また販売管理費につきましても、前下期

からの積極的な店舗網の拡大とエリア占拠率向上のための出店による先行経費の発生等により、増加しておりま

す。 

  出店につきましては、ドミナント化を進めるために既存地区への新規出店として、栃木県、宮城県に各２店

舗、茨城県、埼玉県に各１店舗を出店いたしました。なお、茨城県の１店舗をリロケーションの一環として退店

しております。 

  以上の結果、当中間会計期間の売上高は1,038億28百万円（前年同期比2.0％増）となりました。利益につきま

しては、経常利益47億94百万円（前年同期比23.8％減）、中間純利益につきましては、26億51百万円（前年同期

比73.1％増）となりました。 

  

(2）キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、218億58百万円（前期末比70億6百万

円増）となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、84億16百万円（前年同期比3億43百万円増）となりました。これは主に税引前

中間純利益が46億5百万円（前年同期比20億15百万円増）、減価償却費が23億44百万円（前年同期比98百万円増）

及び仕入債務の増加28億85百万円（前年同期比2億80百万円増）によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、31億82百万円（前年同期比2億7百万円減）となりました。これは主に新規出

店６店舗による有形固定資産の取得等により29億24百万円（前年同期比1億41百万円減）、差入敷金保証金の差入

れ3億64百万円（前年同期比1億50百万円増）を支出したことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は、17億72百万円（前年同期は13億53百万円の支出）となりました。これは主

に、長期借入金の返済が66億43百万円（前年同期比90百万円減）あったものの、短期借入金の純増額が8億円（前

年同期比8億円増）、長期借入による収入が82億円（前年同期比22億円増）あったことによるものであります。 



２【仕入及び販売の状況】 

(1）仕入実績 

 （注）１ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当社は中間連結財務諸表を作成しておらず、また、複数の事業部を有しておりませんので主要品目別区分に

より記載しております。 

(2）販売実績 

(a）地区別売上高 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(b）商品別売上高 

 （注）１ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当社は中間連結財務諸表を作成しておらず、また、複数の事業部を有しておりませんので主要品目別区分に

より記載しております。 

３ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

当社は一部掛売りによる販売も行っておりますが、一般消費者に対する店頭販売がほとんどであります。 

区分 金額（百万円） 前年同期比（％） 

医薬品 11,210 98.0 

化粧品 5,684 106.3 

雑貨 25,320 100.4 

一般食品 39,581 104.4 

合計 81,797 102.3 

都道府県 店舗数（店） 売上高（百万円） 前年同期比（％） 

栃木県 43 26,693 99.2 

茨城県 36 24,480 99.5 

福島県 17 12,894 99.0 

群馬県 12 11,168 107.0 

宮城県 14 8,668 101.0 

埼玉県他 13 7,020 117.4 

千葉県 8 5,177 117.5 

山形県 4 2,993 101.1 

新潟県 4 2,145 98.2 

岩手県 2 1,370 92.3 

長野県 2 1,216 100.0 

合計 155 103,828 102.0 

区分 金額（百万円） 前年同期比（％） 

医薬品 16,803 99.3 

化粧品 7,706 108.4 

雑貨 31,899 101.1 

一般食品 47,419 102.6 

合計 103,828 102.0 



３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありません。

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備計画の変更 

 該当事項はありません。 

(2）重要な設備計画の完了 

 前事業年度末に計画していた設備計画のうち、当中間会計期間に完了したものは、次のとおりであります。 

 （注）１ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 増加面積は、建築面積を示しております。 

(3）重要な設備の新設等 

 当中間会計期間において、新たに確定した設備の新設等の主な計画は次のとおりであります。 

 （注）１ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 投資予定額は、土地、借地権、建物、構築物、器具備品、差入敷金保証金及び長期前払費用等であります。

３ 増加予定面積は、建築面積を示しております。 

４ 着手・着手予定年月は、造成工事がある場合は造成着工予定年月、造成工事がない場合は建築着工予定年

月、建物が賃借の場合は建物引渡予定年月としております。 

(4）重要な設備の除却等 

 該当事項はありません。 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 投資額（百万円） 完了年月 増加面積（㎡） 

 若松原店（栃木県宇都宮市） 店舗新設 600 平成18年５月  2,900 

 市名坂店（宮城県仙台市泉区） 店舗新設  619 平成18年５月  3,300 

 足利西店（栃木県足利市）  店舗新設  638 平成18年６月  3,900 

 那珂店（茨城県那珂市）  店舗新設  335 平成18年６月  3,000 

 石巻西店（宮城県石巻市）  店舗新設  647 平成18年７月  3,700 

 南桜井店（埼玉県春日部市）  店舗新設  480 平成18年８月  2,900 

計 ― 3,322 ― 19,700 

所在地 店舗数 設備の内容 

投資予定額 

資金調達方法 
着手・着手予
定年月 

完了予定年月 
増加予定面
積（㎡） 総額 

（百万円） 
既支払額 
（百万円）

関東地

区  
2 店舗新設  758 32 

自己資金及び

借入金  
平成18年８月 平成19年２月  8,100 

合計 2 ― 758 32 ― ― ― 8,100 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）１ 完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

２ 提出日現在の発行数には、平成18年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 52,000,000 

計 52,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月15日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月12日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 24,580,220 24,583,420 
東京証券取引所 

（市場第１部） 
（注）１ 

計 24,580,220 24,583,420 ― ― 



(2）【新株予約権等の状況】 

① 新株予約権 

          会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

  （注）１ 発行数は権利付与日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的た

る株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は本件新株予約権のうち当該時点で権利行使されて

いない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、こ

れを切り捨てるものとします。 

              調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

        ２ 発行価額は権利付与日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により調整し、調整によ

り生じる１円未満の端数は切り上げます。 

        ３ 払込価額は新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株の発行(新株予約権及び新株引受権の行使の場合を

除く)を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるも

のとします。 

  

平成18年６月８日定時株主総会 

  
中間会計期間末現在 
（平成18年９月15日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数       435個       435個 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 43,500株 43,500株 

新株予約権の行使時の払込金額 3,996円 同左 

新株予約権の行使期間 
平成20年７月1日～ 

平成23年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格  4,454円 

資本組入額 2,227円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

 新株予約権の割り当てを

受けたものは、権利行使時

においても、当社の取締役

もしくは監査役の地位にあ

ることを要す。ただし、任

期満了による退任、定年退

職、その他正当な理由のあ

る場合はこの限りではな

い。 

 その他の条件は、本総会

および新株予約権発行の取

締役会決議に基づき当社と

新株予約権の割り当てを受

けたものとの間で締結する

「新株予約権付与契約」で

定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 新株予約権を第三者に譲

渡するためには、取締役会

の承認を要する。 

同左 

代用払込みに関する事項      ― ―  

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１ 

分割（または併合）の比率

  
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



 （注）１ 発行数は権利付与日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的た

る株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は本件新株予約権のうち当該時点で権利行使されて

いない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、こ

れを切り捨てるものとします。 

              調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

 ２ 発行価額は権利付与日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により調整し、調整によ

り生じる１円未満の端数は切り上げます。 

 ３ 払込価額は新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株の発行(新株予約権及び新株引受権の行使の場合を

除く)を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるも

のとします。 

 ４ 平成18年６月８日開催の定時株主総会の特別決議により、当初当社の従業員61名に対し106,500株付与しま

したが、平成18年11月30日現在、1名の退職により、従業員60名に対し105,500株となっております。  

平成18年６月８日定時株主総会 

  
中間会計期間末現在 
（平成18年９月15日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数       1,065個       1,055個 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 106,500株 105,500株 

新株予約権の行使時の払込金額 3,996円 同左 

新株予約権の行使期間 
平成20年７月1日～ 

平成23年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格  4,454円 

資本組入額 2,227円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

 新株予約権の割り当てを

受けたものは、権利行使時

においても、当社の取締

役、監査役もしくは従業員

の地位にあることを要す。

ただし、任期満了による退

任、定年退職、その他正当

な理由のある場合はこの限

りではない。 

 その他の条件は、本総会

および新株予約権発行の取

締役会決議に基づき当社と

新株予約権の割り当てを受

けたものとの間で締結する

「新株予約権付与契約」で

定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 新株予約権を第三者に譲

渡するためには、取締役会

の承認を要する。 

同左 

代用払込みに関する事項      ― ―  

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１ 

分割（または併合）の比率

  
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



 ② 新株予約権 

          旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

 （注）１ 払込価額は新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもっ

て次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

なお、平成16年４月30日付をもって１株につき２株の割合で株式分割を行ったため、払込金額、資本組入額

はそれぞれ調整しております。 

２ 払込価額は新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株の発行（ストックオプションによる権利行使、及び

平成14年４月１日改正前商法に定める転換社債の転換ならびに新株引受権付社債の行使を除く）を行う場合

は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

なお、平成14年12月４日にて時価を下回る価額で新株の発行が行われたため、払込金額、資本組入額はそれ

ぞれ調整しております。 

３ 資本組入額は、払込金額の２分の１を基礎として算出した金額であります。 

また、払込金額の調整が行われた場合の資本組入額は調整後の払込金額の２分の１とします。 

なお、計算の結果、１円未満の端数が生じた場合は、その端数を切り上げた額とします。 

平成14年６月13日定時株主総会 

  
中間会計期間末現在 
（平成18年９月15日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数   595個   595個 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 119,000株     119,000株 

新株予約権の行使時の払込金額 5,219円 同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年７月１日～ 

平成19年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格   5,219円 

資本組入額  2,610円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

 新株予約権の割り当てを

受けたものは、権利行使時

においても、当社の取締

役、監査役もしくは従業員

の地位にあることを要す。

ただし、定年退職及びその

他正当な理由のある場合は

この限りではない。 

 その他の条件は、本総会

および新株予約権発行日の

取締役会決議に基づき当社

と新株予約権の割り当てを

受けたものとの間で締結す

る「新株予約権付与契約」

で定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 新株予約権を譲渡するた

めには、取締役会の承認を

要する。 

同左 

代用払込みに関する事項  ―  ―   

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１ 

分割（または併合）の比率

  
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



４ 平成14年６月13日開催の定時株主総会の特別決議により、当初当社の取締役６名及び従業員21名に対し

72,000株（分割調整後144,000株）付与しましたが、平成18年11月30日現在、取締役5名及び従業員19名に対

し119,000株となっております。 

 （注）１ 払込価額は新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもっ

て次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

なお、平成16年４月30日付をもって１株につき２株の割合で株式分割を行ったため、払込金額、資本組入額

はそれぞれ調整しております。 

２ 払込価額は新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株の発行（ストックオプションによる権利行使、及び

平成14年４月１日改正前商法に定める転換社債の転換ならびに新株引受権付社債の行使を除く）を行う場合

は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

３ 資本組入額は、払込金額の２分の１を基礎として算出した金額であります。 

また、払込金額の調整が行われた場合の資本組入額は調整後の払込金額の２分の１とします。 

なお、計算の結果、１円未満の端数が生じた場合は、その端数を切り上げた額とします。 

平成15年６月12日定時株主総会 

  
中間会計期間末現在 
（平成18年９月15日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数   648個   632個 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 129,600株     126,400株 

新株予約権の行使時の払込金額 3,850円 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年７月１日～ 

平成20年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格   3,850円 

資本組入額  1,925円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

 新株予約権の割り当てを

受けたものは、権利行使時

においても、当社の取締

役、監査役もしくは従業員

の地位にあることを要す。

ただし、定年退職及びその

他正当な理由のある場合は

この限りではない。 

 その他の条件は、本総会

および新株予約権発行日の

取締役会決議に基づき当社

と新株予約権の割り当てを

受けたものとの間で締結す

る「新株予約権付与契約」

で定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 新株予約権を譲渡するた

めには、取締役会の承認を

要する。 

同左 

代用払込みに関する事項  ―   ―  

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１ 

分割（または併合）の比率

  
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



４ 平成16年１月９日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成16年４月30日付をもって普通株式１株を２株に

分割したことにより、提出日の前月末現在の払込金額は3,850円に調整されております。 

５ 平成15年６月12日開催の定時株主総会の特別決議により、当初、当社の取締役５名、監査役２名及び従業員

39名に対し100,000株（分割調整後200,000株）付与しましたが、平成18年９月15日現在、取締役4名、監査

役1名、従業員28名に対し129,600株となっており、平成18年11月30日現在、取締役4名、監査役1名及び従業

員28名に対し126,400株となっております。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）１ 発行済株式総数増加数10,400株は、新株予約権の権利行使によるものであります。これにより資本金及び資 

  本準備金がそれぞれ15百万円増加いたしました。 

    ２ 平成18年９月16日から平成18年11月30日の間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が3,200株、資本

  金及び資本準備金がそれぞれ６百万円増加しております。 

(4）【大株主の状況】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成18年３月16日～ 

 平成18年９月15日 
10,400 24,580,220 15 12,995 15 14,875 

  平成18年９月15日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

河内 伸二 栃木県栃木市 2,421 9.85 

河内 博子  栃木県栃木市 2,305 9.38 

河内 一真  栃木県栃木市 2,287 9.30 

財団法人河内奨学財団  栃木県小山市大字卒島1293番地 2,000 8.14 

日本トラスティ・サービス信託

銀行㈱信託口 
東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,503 6.12 

日本マスタートラスト信託銀行

㈱信託口 
東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,350 5.50 

河内 タカ 栃木県栃木市 909 3.70 

河内 良三郎 栃木県栃木市 899 3.66 

バンクオブニューヨークヨーロ

ッパリミテッド131705 （常任

代理人株式会社みずほコーポレ

ート銀行兜町証券決裁業務室） 

THE BANK OF NEW YORK EUROPE LIMITED 

DIRECT CLIENTS ACCOUNT

（REDUUCED RATE）67 LOMBARD STREET 

LONDON EC3P 3DL 

 （東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

757 3.08 

ゴールドマン・サックス・イン

ターナショナル（常任代理人ゴ

ールドマン・サックス証券会社

東京支店） 

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,

U.K. 

（東京都港区六本木６丁目10番１号 

六本木ヒルズ森タワー） 

509 2.07 

計 ― 14,943 60.80 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には証券保管振替機構名義の株式が100株（議決権１個）含まれ

ております。 

 ２「単元未満株式」の欄の普通株式には当社所有の自己株式51株が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）１ 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部の株価によるものであります。 

２ 月別の最高・最低株価は、暦月で表示しております。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の移動はありません。 

  平成18年９月15日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式         800 
― 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式  24,578,600 245,786 同上 

単元未満株式 普通株式         820 ― 同上 

発行済株式総数 24,580,220 ― ― 

総株主の議決権 ― 245,786 ― 

  平成18年９月15日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式）           

株式会社カワチ薬品 
栃木県小山市大

字卒島1293番地 
800 ― 800 0.00 

計 ― 800 ― 800 0.00 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 4,800 4,470 4,130 4,070 3,980 3,970 

最低（円） 4,260 4,060 3,740 3,570 3,710 3,430 



第５【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年３月16日から平成17年９月15日）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当

中間会計期間（平成18年３月16日から平成18年９月15日）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しており

ます。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成17年３月16日から平成17年９月15日ま

で）及び当中間会計期間（平成18年３月16日から平成18年９月15日まで）の中間財務諸表について、東陽監査法人の

中間監査を受けております。 

３ 中間連結財務諸表について 

 当社は、子会社を有しておりませんので、中間連結財務諸表は作成しておりません。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

 該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成17年９月15日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月15日） 

前事業年度 
要約貸借対照表 

（平成18年３月15日） 

科目 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   21,056   21,858 14,852   

２ 売掛金   360   648 428   

３ 棚卸資産   12,108   13,275 13,086   

４  その他   2,137   2,441 2,553   

流動資産合計     35,662 24.3 38,224 24.8   30,921 21.1

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産           

(1）建物 ※1,2 32,438   35,408 34,778   

(2）構築物 ※１ 6,892   7,124 7,296   

(3）土地 ※２ 52,666   53,434 53,455   

(4）その他 ※１ 4,637   3,999 4,533   

有形固定資産
合計 

  96,635   65.9 99,967 64.9 100,063   68.2

２ 無形固定資産           

(1）借地権 ※２ 3,511   3,731 3,691   

(2）その他   399   372 404   

無形固定資産
合計 

  3,910   2.7 4,103 2.7 4,096   2.8

３ 投資その他の
資産 

          

(1）差入敷金保
証金 

  6,457   7,305 6,972   

(2）その他   4,027   4,509 4,547   

貸倒引当金   －   △11 －   

投資その他の
資産合計 

  10,484   7.1 11,803 7.6 11,520   7.9

固定資産合計     111,030 75.7 115,873 75.2   115,680 78.9

資産合計     146,692 100.0 154,098 100.0   146,601 100.0 

            
 



    
前中間会計期間末 
（平成17年９月15日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月15日） 

前事業年度 
要約貸借対照表 

（平成18年３月15日） 

科目 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 買掛金   32,279   33,430 30,545   

２ 短期借入金 ※２ 1,447   2,247 1,447   

３ １年内返済予
定長期借入金 

※２ 10,132   12,479 11,784   

４ 未払金   2,251   1,772 2,388   

５ 未払費用   2,247   2,383 1,898   

６ 未払法人税等   2,786   2,242 2,110   

７ 未払消費税等 ※３ 326   285 205   

８ その他   346   402 431   

流動負債合計     51,817 35.3 55,244 35.9   50,810 34.7

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金 ※２ 23,384   22,237 21,376   

２ 退職給付引当
金 

  2,590   2,894 2,721   

３ 役員退職慰労
引当金 

  311   358 326   

４ その他   286   279 281   

固定負債合計     26,572 18.1 25,770 16.7   24,705 16.8

負債合計     78,390 53.4 81,014 52.6   75,516 51.5

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   12,921   8.8 ― ― 12,980   8.9

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金   14,801   ― 14,860   

資本剰余金合計     14,801 10.1 ― ―   14,860 10.1

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金   1,158   ― 1,158   

２ 任意積立金   36,622   ― 36,622   

３ 中間（当期）
未処分利益 

  2,760   ― 5,382   

利益剰余金合計     40,542 27.7 ― ―   43,164 29.4

Ⅳ その他有価証券
評価差額金 

    39 0.0 ― ―   82 0.1

Ⅴ 自己株式     △2 △0.0 ― ―   △3 △0.0

資本合計     68,302 46.6 ― ―   71,085 48.5

負債資本合計     146,692 100.0 ― ―   146,601 100.0 

            
 



    
前中間会計期間末 
（平成17年９月15日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月15日） 

前事業年度 
要約貸借対照表 

（平成18年３月15日） 

科目 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１ 資本金  ―   ― 12,995   8.4 ―   ― 

２ 資本剰余金                    

(1）資本準備金  ―     14,875     ―     

資本剰余金 
合計 

    ― ―   14,875 9.7   ― ― 

３ 利益剰余金                     

(1）利益準備金  ―     1,158     ―     

(2）その他利益
剰余金 

                   

別途積立金  ―     40,000     ―     

圧縮積立金  ―     17     ―     

特別償却準
備金 

  ―     3     ―     

繰越利益剰
余金 

 ―     3,967     ―     

利益剰余金 
合計 

    ― ―   45,147 29.3   ― ― 

４ 自己株式    ― ―   △3 △0.0   ― ― 

株主資本合計     ― ―   73,015 47.4   ― ― 

Ⅱ 評価・換算差額
等 

                   

１ その他有価証
券評価差額金 

    ―     61     ―   

２ 繰延ヘッジ損
益 

    ―     0     ―   

評価・換算差
額等合計 

    ― ―   62 0.0   ― ― 

Ⅲ 新株予約権    ―     5     ―   

純資産合計     ― ―   73,083 47.4   ― ― 

負債純資産 
合計 

    ― ―   154,098 100.0   ― ― 

          



②【中間損益計算書】 

    

前中間会計期間 

（自 平成17年３月16日 

至 平成17年９月15日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年３月16日 

至 平成18年９月15日） 

前事業年度要約損益計算書 

（自 平成17年３月16日 

至 平成18年３月15日） 

科目 
注記 

番号 
金額（百万円） 

百分比

（％）
金額（百万円） 

百分比

（％）
金額（百万円） 

百分比

（％）

Ⅰ 売上高     101,804 100.0  103,828 100.0   200,161 100.0

Ⅱ 売上原価     79,748 78.3  81,607 78.6   156,753 78.3

売上総利益     22,055 21.7  22,221 21.4   43,408 21.7

Ⅲ 販売費及び 

 一般管理費 
※５   15,757 15.5  17,494 16.8   32,304 16.2

営業利益     6,298 6.2  4,726 4.6   11,103 5.5

Ⅳ 営業外収益 ※１   348 0.3  386 0.3   759 0.4

Ⅴ 営業外費用 ※２   353 0.3  318 0.3   665 0.3

経常利益     6,293 6.2  4,794 4.6   11,198 5.6

Ⅵ 特別利益 ※３   ― ―  10 0.0   3 0.0

Ⅶ 特別損失  ※4,6   3,704 3.7  199 0.1   4,134 2.1

税引前中間

（当期）純利

益 

    2,589 2.5  4,605 4.5   7,066 3.5

法人税、 

住民税及び事

業税 

  2,592    2,139   4,573    

法人税等 

調整額 
  △1,534 1,057 1.0 △185 1,954 1.9 △1,660 2,913 1.4

中間(当期)純

利益 
    1,531 1.5  2,651 2.6   4,153 2.1

前期繰越 

利益 
    1,229   ―    1,229  

中間(当期)未

処分利益 
    2,760   ―    5,382  

                 



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年3月16日 至平成18年9月15日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株
式 

株主資
本合計 資本準

備金 
資本剰余
金合計 

利益準
備金 

その他利益剰余金 
利益剰
余金合
計 

別途積立
金 

圧縮積
立金 

特別償却
準備金 

繰越利益
剰余金 

平成18年3月15日 残高 

（百万円）
12,980 14,860 14,860 1,158 36,600 17 5 5,382 43,164 △3 71,002 

中間会計期間中の変動額            

新株の発行 15 15 15               30 

剰余金の配当（注）               △614 △614   △614 

役員賞与 （注）               △54 △54   △54 

別途積立金の積立 （注）         3,400     △3,400       

特別償却準備金の取崩

（注） 
            △1 1       

中間純利益               2,651 2,651   2,651 

株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額

（純額） 

                      

中間会計期間中の変動額合

計 

（百万円）

15 15 15 － 3,400 － △1 △1,415 1,982 － 2,012 

平成18年9月15日 残高 

（百万円）
12,995 14,875 14,875 1,158 40,000 17 3 3,967 45,147 △3 73,015 

 

評価・換算差額等 
  

新株予約権 純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

 繰延ヘッジ損益
評価・換算差額
等合計 

平成18年3月15日 残高 

（百万円）
82 － 82 － 71,085 

中間会計期間中の変動額      

新株の発行         30 

剰余金の配当（注）         △614 

役員賞与（注）         △54 

別途積立金の積立（注）           

特別償却準備金の取崩 （注）           

中間純利益         2,651 

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額） 
△20 0 △19 5 △13 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円）
△20 0 △19 5 1,998 

平成18年9月15日 残高 

（百万円）
61 0 62 5 73,083 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年３月16日 
至 平成17年９月15日）

当中間会計期間 
（自 平成18年３月16日 
至 平成18年９月15日）

前事業年度要約キャッシ
ュ・フロー計算書 
（自 平成17年３月16日 
至 平成18年３月15日）

科目 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１ 税引前中間（当期）
純利益 

  2,589 4,605 7,066

２ 減価償却費   2,246 2,344 4,725

３ 減損損失   3,692 ― 4,109

４ 固定資産除却損   8 187 10

５ 貸倒引当金の増加額   ― 11 ―

６ 退職給付引当金の増
加額 

  150 172 281

７ 役員退職慰労引当金
の増加額（△減少
額） 

  △175 32 △160

８ 受取利息及び受取配
当金 

  △21 △16 △34

９ 支払利息   227 195 424

10 固定資産売却益   ― △5 △3

11 その他の損益   △58 △66 △130

12 売上債権の増加額   △26 △219 △94

13 棚卸資産の増加額   △188 △189 △1,166

14 仕入債務の増加額   2,604 2,885 870

15 未払金の増加（△減
少）額 

  △6 62 95

16 未払消費税等の増加
（△減少）額 

  △126 79 △246

17 未払費用の増加額   473 484 124

18 役員賞与の支払額   △75 △54 △75

19 その他   204 108 △195

小計   11,518 10,619 15,601

20 利息及び配当金の受
取額 

  9 1 10

21 利息の支払額   △224 △198 △419

22 法人税等の支払額   △3,231 △2,006 △5,888

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  8,072 8,416 9,304

 



    
前中間会計期間 

（自 平成17年３月16日 
至 平成17年９月15日）

当中間会計期間 
（自 平成18年３月16日 
至 平成18年９月15日）

前事業年度要約キャッシ
ュ・フロー計算書 
（自 平成17年３月16日 
至 平成18年３月15日）

科目 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１ 有形固定資産の取得
等による支出 

  △3,066 △2,924 △9,121

２ 有形固定資産の売却
等による収入 

  0 79 8

３ 無形固定資産の取得
等による支出 

  △181 △37 △440

４ その他投資等の増加
による支出 

  △236 △398 △1,290

５ その他投資等の減少
による収入 

  93 98 258

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △3,389 △3,182 △10,585

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１ 短期借入金の純増加
額 

  ― 800 ―

２ 長期借入による収入   6,000 8,200 11,100

３ 長期借入金の返済に
よる支出 

  △6,734 △6,643 △12,191

４ 社債の償還による支
出 

  △133 ― △133

５ 株式の発行による収
入 

  126 30 245

６ 自己株式の取得によ
る支出 

  △0 ― △1

７ 配当金の支払額   △611 △613 △612

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △1,353 1,772 △1,592

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  ― ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増加(△減少)額 

  3,329 7,006 △2,873

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  17,726 14,852 17,726

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  21,056 21,858 14,852

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年３月16日 
至 平成17年９月15日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月16日 
至 平成18年９月15日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月16日 
至 平成18年３月15日） 

１ 資産の評価基準及び評価

方法 

  

  

(1）有価証券 

① その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算期末日の市場価

格等に基づく時価法（評価

差額は、全部資本直入法に

より処理し、売却原価は、

移動平均法により算定） 

(1）有価証券 

① その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算期末日の市場価

格等に基づく時価法（評価

差額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価

は、移動平均法により算

定） 

(1）有価証券 

① その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は、全部資本直入法により

処理し、売却原価は、移動

平均法により算定） 

  

  

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

  

  

  

(2）棚卸資産 

① 商品 

 売価還元法による原価法。

ただし、調剤薬品については

総平均法による原価法 

(2）棚卸資産 

① 商品 

同左 

(2）棚卸資産 

① 商品 

同左 

  

  

② 貯蔵品 

 最終仕入原価法 

② 貯蔵品 

同左 

② 貯蔵品 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備を除く）については、定額法

によっております。 

 主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物   8 ～ 34年 

構築物  10 ～ 20年 

器具備品 3 ～ 8年 

 なお、取得価額10万円以上20

万円未満の少額減価償却資産に

ついては、３年間で均等償却す

る方法を採用しております。 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年３月16日 
至 平成17年９月15日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月16日 
至 平成18年９月15日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月16日 
至 平成18年３月15日） 

  

  

(2）無形固定資産 

 定額法 

 ただし、ソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法によ

っております。 

(2）無形固定資産 

同左 

  

(2）無形固定資産 

同左 

  

  

  

  

(3）長期前払費用 

 定額法 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

  

３ 引当金の計上基準 

  

(1）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務に基づき、当中間会計期間末

において発生していると認めら

れる額を計上しております。 

(1）退職給付引当金 

同左 

(1）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務に基づき、当会計期間末にお

いて発生していると認められる

額を計上しております。 

 なお、数理計算上の差異につ

いては、全額費用処理しており

ます。 

  

  

(2）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、会社の内規に定める

中間期末要支給相当額を計上し

ております。 

(2）役員退職慰労引当金 

同左 

(2）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、会社の内規に定める

期末要支給相当額を計上してお

ります。 

  

  

(3) ──────────── 

  

(3）貸倒引当金 

 売掛債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しており

ます。  

(3) ──────────── 

  

４ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５ ヘッジ会計の方法 

  

(1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。なお金利スワップの特

例処理の要件を満たす金利スワ

ップについては、特例処理を採

用しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段はデリバティブ取

引（金利スワップ及び金利オプ

ション）であり、ヘッジ対象は

固定金利又は変動金利の借入金

の金利変動リスクであります。 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年３月16日 
至 平成17年９月15日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月16日 
至 平成18年９月15日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月16日 
至 平成18年３月15日） 

  

  

(3）ヘッジ方針 

 金利変動リスクに晒されてい

る負債に係るリスクを回避する

目的と市場の実勢金利に合わせ

るという目的を達成する範囲で

行う方針であり、投機目的の取

引及びレバレッジ効果の高いデ

リバティブ取引は行わない方針

であります。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  

  

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ手段及びヘッジ対象に

ついて、毎決算期末（中間期末

を含む）に個別取引毎のヘッジ

効果を検証しておりますが、ヘ

ッジ対象の負債とデリバティブ

取引について、元本・利率・期

間等の条件が同一の場合は、ヘ

ッジ効果が極めて高いことから

本検証を省略しております。 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

  

  

(5）その他リスク管理方法のうち

ヘッジ会計に係るもの 

 取締役会において、定期的に

取引の運用状況を報告してお

り、取引の実行及び管理は管理

部長が中心となって、管理部で

行っております。なお、取引に

関する管理規定は特に設けてお

りません。 

(5）その他リスク管理方法のうち

ヘッジ会計に係るもの 

同左 

(5）その他リスク管理方法のうち

ヘッジ会計に係るもの 

同左 

６ 中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日の到来

する流動性の高い預金を計上して

おります。 

同左 同左 

７ その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(1）賞与の支給見込額 

 従業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額の期間対応額

を未払費用として計上しており

ます。 

(1）賞与の支給見込額 

同左 

(1）賞与の支給見込額 

同左 

  

  

(2）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。 

(2）消費税等の会計処理 

同左 

(2）消費税等の会計処理 

同左 



会計処理の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年３月16日 
至 平成17年９月15日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月16日 
至 平成18年９月15日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月16日 
至 平成18年３月15日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９日））

及び「固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成15年10月31日 企業会計基

準適用指針第６号）が平成16年３月

31日に終了する事業年度に係る財務

諸表から適用できることになったこ

とに伴い、当中間会計期間から同会

計基準及び同適用指針を適用してお

ります。 

 これにより税引前中間純利益が

3,692百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき当該各資産の金額から直接控

除しております。 

 ―――――――――――――― 

  

  

  

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

 「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準委員会 

平成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第６号）が平成16年３月31日

に終了する事業年度に係る財務諸表

から適用できることになったことに

伴い、当事業年度から同会計基準及

び同適用指針を適用しております。 

 これにより税引前当期純利益が

4,109百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、

改正後の財務諸表等規則に基づき当

該各資産の金額から直接控除してお

ります。 

  

 ―――――――――――――― 

  

  

  

 （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

  当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあり

ません。 

 なお、これまでの資本の部の合計に

相当する金額は73,077百万円であり

ます。 

 当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間

財務諸表等規則の改正に伴い、改正

後の中間財務諸表等規則により作成

しております。 

  

 ―――――――――――――― 

  

  

  

  

 



追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成17年３月16日 
至 平成17年９月15日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月16日 
至 平成18年９月15日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月16日 
至 平成18年３月15日） 

 ―――――――――――――― 

  

  

  

 （ストック・オプション等に関する

会計基準） 

 当中間会計期間より、「ストック・

オプション等に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月27日 企業会計基準第８号）及び

「ストック・オプション等に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成18年５月31日 企業

会計基準適用指針第11号）を適用し

ております。 

 これにより営業利益、経常利益及び

税引前中間純利益は、それぞれ５百

万円減少しております。 

  

 ―――――――――――――― 

  

  

  

  

前中間会計期間 
（自 平成17年３月16日 
至 平成17年９月15日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月16日 
至 平成18年９月15日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月16日 
至 平成18年３月15日） 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日 

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が92百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益が、92百

万円減少しております。 

 ────────────── 

  

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当事業年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年２月13日 企

業会計基準委員会 実務対応報告第

12号）に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及

び一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が

190百万円増加し、営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益が、190百万

円減少しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月15日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月15日） 

前事業年度末 
（平成18年３月15日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

  32,057百万円   35,974百万円   34,317百万円

※２ 担保に供している資産 ※２ 担保に供している資産 ※２ 担保に供している資産 

建物 14,197百万円

土地 38,832百万円

借地権 51百万円

計 53,081百万円

建物 13,537百万円

土地 38,348百万円

借地権 51百万円

計 51,937百万円

建物 13,940百万円

土地 38,418百万円

借地権 51百万円

計 52,411百万円

（同上に対する債務） （同上に対する債務） （同上に対する債務） 

短期借入金 1,447百万円

１年内返済 

予定長期 

借入金 

9,436百万円

長期借入金 21,623百万円

計 32,507百万円

短期借入金 2,247百万円

１年内返済 

予定長期 

借入金 

11,608百万円

長期借入金 20,447百万円

計 34,302百万円

短期借入金 1,447百万円

１年内返済 

予定長期 

借入金 

10,988百万円

長期借入金 19,588百万円

計 32,023百万円

※３ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、未払消費税等

として表示しております。 

※３ 消費税等の取扱い 

同左 

―――――――――――――― 

  



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年３月16日 
至 平成17年９月15日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月16日 
至 平成18年９月15日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月16日 
至 平成18年３月15日） 

※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 12百万円

受取配当金 9百万円

受取協賛金 99百万円

受取手数料 86百万円

受取賃貸料 105百万円

補助金収入 11百万円

受取利息 14百万円

受取配当金 1百万円

受取協賛金 108百万円

受取手数料 95百万円

受取賃貸料 126百万円

補助金収入 23百万円

受取利息 24百万円

受取配当金 10百万円

受取協賛金 249百万円

受取手数料 173百万円

受取賃貸料 243百万円

補助金収入 12百万円

※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 226百万円

社債利息 0百万円

支払手数料 54百万円

支払利息 195百万円

支払手数料 47百万円

賃貸原価 36百万円

支払利息 424百万円

社債利息 0百万円

支払手数料 107百万円

賃貸原価 69百万円

※３ ――――――――――――  ※３ 特別利益の主要項目 

 固定資産売却益  

（器具備品） 0百万円 

（土地） 9百万円 

 合計 10百万円 

 ※３ 特別利益の主要項目 

 固定資産売却益  

 （土地） 3百万円 

※４ 特別損失の主要項目 

固定資産除却損 

※４ 特別損失の主要項目 

固定資産除却損 

※４ 特別損失の主要項目 

固定資産除却損 

（建物） 1百万円

（構築物） 5百万円

（器具備品） 4百万円

合計 11百万円

（建物） 10百万円

（構築物） 1百万円

（器具備品） 8百万円

（ソフトウェア） 168百万円

合計 187百万円

（建物） 1百万円

（構築物） 6百万円

（器具備品） 5百万円

合計 13百万円

減損損失 3,692百万円 貸倒引当金繰入 11百万円 減損損失 4,109百万円

※５ 減価償却実施額 ※５ 減価償却実施額 ※５ 減価償却実施額 

有形固定資産 2,068百万円

無形固定資産 46百万円

有形固定資産 2,126百万円

無形固定資産 52百万円

有形固定資産 4,345百万円

無形固定資産 96百万円

 



前中間会計期間 
（自 平成17年３月16日 
至 平成17年９月15日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月16日 
至 平成18年９月15日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月16日 
至 平成18年３月15日） 

※６ 減損損失 

 当中間会計期間において、当社は以下

の資産グループについて減損損失を計上

いたしました。 

※６ ―――――――――――― 

  

  ※６ 減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の資

産グループについて減損損失を計上いた

しました。 

用途 場所 種類 金額 

営業 埼玉県他 建物 246百万円 

店舗   土地 1,787百万円 

    借地権 13百万円 

    計 2,048百万円 

賃貸 茨城県他 建物 94百万円 

店舗等   土地 1,527百万円 

    借地権 22百万円 

    計 1,644百万円 

 用途 場所 種類 金額 

営業 埼玉県他 建物 288百万円 

店舗   土地 2,106百万円 

    借地権 13百万円 

    計 2,408百万円 

賃貸 茨城県他 建物 101百万円 

店舗等   土地 1,576百万円 

    借地権 22百万円 

    計 1,701百万円 

 当社は各店舗単位を資産グループとし

て減損会計を適用しております。減損は

主に土地の市場価額の著しい下落等を要

因としており、各資産グループの帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失（3,692百万円）として特

別損失に計上いたしました。 

 その内訳は建物341百万円、土地3,314

百万円、借地権36百万円であります。 

 なお、資産グループの回収可能価額は

使用価値により測定しており、将来キャ

ッシュ・フローを4.9％で割り引いて算

定しております。 

   当社は各店舗単位を資産グループとし

て減損会計を適用しております。減損は

主に土地の市場価額の著しい下落等を要

因としており、各資産グループの帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失（4,109百万円）として特別

損失に計上いたしました。 

 その内訳は建物390百万円、土地3,682百

万円、借地権36百万円であります。 

 資産グループの回収可能価額は使用価

値により測定しており、将来キャッシ

ュ・フローを4.9％で割り引いて算定して

おります。 

 なお、一部の資産グループの回収可能価

額については、正味売却可能価額により

算定しております。 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年３月16日 至 平成18年９月15日） 

1.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の当中間会計期間増加株式数10,400株は、新株予約権の権利行使によるものであります。 

  

2.新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  

3.配当に関する事項 

配当金支払額 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式     

普通株式（注） 24,569,820 10,400 － 24,580,220 

合計 24,569,820 10,400 － 24,580,220 

自己株式     

普通株式 851 － － 851 

合計 851 － － 851 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当中間会計
期間末残高
（百万円）前事業年度

末 
当中間会計
期間増加 

当中間会計
期間減少 

当中間会計
期間末 

 提出会社 
ストック・オプションとし

ての新株予約権 
－ － － － － 5 

合計 － － － － － 5 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年6月8日 
定時株主総会 

普通株式 614 25 平成18年3月15日 平成18年6月8日 

前中間会計期間 
（自 平成17年３月16日 
至 平成17年９月15日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月16日 
至 平成18年９月15日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月16日 
至 平成18年３月15日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目と金額との関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目と金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目と金

額との関係 

現金及び預金勘定 21,056百万円

預金期間が３ヶ月

を超える定期預金 
―百万円

現金及び現金同等

物の中間期末残高 
21,056百万円

現金及び預金勘定 21,858百万円

預金期間が３ヶ月

を超える定期預金 
―百万円

現金及び現金同等

物の中間期末残高 
21,858百万円

現金及び預金勘定 14,852百万円

預金期間が３ヶ月

を超える定期預金 
―百万円

現金及び現金同等

物の期末残高 
14,852百万円



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年３月16日 
至 平成17年９月15日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月16日 
至 平成18年９月15日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月16日 
至 平成18年３月15日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

器具備品 37 30 7 

ソフトウェ
ア 

17 15 2 

計 55 45 9 

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

器具備品 11 5 6

計 11 5 6

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

器具備品 22 18 3

ソフトウェ
ア 

13 12 0

計 36 31 4

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

（注）同左 （注）取得価額相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

２ 未経過リース料中間期末残高相当額 ２ 未経過リース料中間期末残高相当額 ２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 6百万円

１年超 2百万円

合計 9百万円

１年内 2百万円

１年超 3百万円

合計 6百万円

１年内 3百万円

１年超 1百万円

合計 4百万円

（注）未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

（注）同左 （注）未経過リース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定してお

ります。 

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 ３ 支払リース料及び減価償却費相当額 ３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 7百万円

減価償却費相当額 7百万円

支払リース料 2百万円

減価償却費相当額 2百万円

支払リース料 11百万円

減価償却費相当額 11百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はない

ため、項目等の記載は省略しております。 

  

  

（減損損失について）  

 リース資産に配分された減損損失はない

ため、項目等の記載は省略しております。 



（有価証券関係） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ その他有価証券で時価評価されていないもの 

（デリバティブ取引関係） 

区分 

前中間会計期間末 
平成17年９月15日現在 

当中間会計期間末 
平成18年９月15日現在 

前事業年度末 
平成18年３月15日現在 

取得原価 
（百万円） 

中間貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

中間貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

貸借対照表
計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

株式 204 271 66 204 308 103 204 342 137 

合計 204 271 66 204 308 103 204 342 137 

区分 

前中間会計期間末 
平成17年９月15日現在 

当中間会計期間末 
平成18年９月15日現在 

前事業年度末 
平成18年３月15日現在 

中間貸借対照表計上額 
（百万円） 

中間貸借対照表計上額 
（百万円） 

貸借対照表計上額 
（百万円） 

非上場株式 1 1 1 

合計 1 1 1 

前中間会計期間 
（自 平成17年３月16日 
至 平成17年９月15日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月16日 
至 平成18年９月15日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月16日 
至 平成18年３月15日） 

 該当事項はありません。 

 なお、金利スワップ取引及び金利

オプション取引を行っております

が、いずれもヘッジ会計を適用して

おりますので、注記の対象から除い

ております。 

同左 同左 



（ストック・オプション等関係） 

当中間会計期間（自 平成18年3月16日 至 平成18年9月15日） 

１．ストック・オプションに係る当中間会計期間における費用計上額及び科目名 

 販売費及び一般管理費  5百万円 

２．当中間会計期間に付与したストック・オプションの内容 

（持分法損益等） 

  第３回新株予約権 

 付与対象者の区分及び人数 当社の取締役４名及び監査役３名 

 株式の種類別のストック・オプションの付与数 取締役普通株式35,000株及び監査役普通株式8,500株 

 付与日 平成18年7月31日 

 権利確定条件 
 付与日（平成18年７月31日）以降、権利確定日（平成

20年６月30日）まで継続して勤務していること。 

 対象勤務期間  自平成18年７月31日 至平成20年６月30日 

 権利行使期間 自平成20年７月１日 至平成23年６月30日 

 権利行使価格（円） 3,996 

 付与日における公正な評価単価（円） 458.3 

  第４回新株予約権 

 付与対象者の区分及び人数 当社従業員61名 

 株式の種類別のストック・オプションの付与数 普通株式 106,500株 

 付与日 平成18年７月31日 

 権利確定条件 
 付与日（平成18年７月31日）以降、権利確定日（平成

20年６月30日）まで継続して勤務していること。 

 対象勤務期間  自平成18年７月31日 至平成20年６月30日 

 権利行使期間  自平成20年７月１日 至平成23年６月30日 

 権利行使価格（円） 3,996 

 付与日における公正な評価単価（円） 458.3 

前中間会計期間 
（自 平成17年３月16日 
至 平成17年９月15日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月16日 
至 平成18年９月15日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月16日 
至 平成18年３月15日） 

 関連会社がないため、該当事項は

ありません。 

同左 同左 



（１株当たり情報） 

 （注）１ １株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎 

前中間会計期間 
（自 平成17年３月16日 
至 平成17年９月15日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月16日 
至 平成18年９月15日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月16日 
至 平成18年３月15日） 

１株当たり純資産額 2,783円80銭

１株当たり中間純利益 62円48銭

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益 
62円38銭

１株当たり純資産額 2,973円15銭

１株当たり中間純利益 107円87銭

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益 
107円82銭

１株当たり純資産額 2,891円08銭

１株当たり当期純利益 167円12銭

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 
166円70銭

項目 
前中間会計期間 

自 平成17年３月16日 
至 平成17年９月15日 

当中間会計期間 
自 平成18年３月16日 
至 平成18年９月15日 

前事業年度 
自 平成17年３月16日 
至 平成18年３月15日 

中間損益計算書上の中間（当期）純利

益（百万円） 
1,531 2,651 4,153 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
1,531 2,651 4,099 

普通株主に帰属しない金額（百万円）       

利益処分による役員賞与金 ― ― 54 

普通株式の期中平均株式数（株） 24,510,155 24,576,085 24,529,083 

中間（当期）純利益調整額（百万円） ― ― ― 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益の算定に用いられた普通株

式増加数の主要な内訳 

      

新株引受権（株） 11,942 3,654 11,053 

新株予約権（株） 26,917 7,139 51,893 

普通株式増加数（株） 38,859 10,793 62,946 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含まれなかった潜在株式の概

要 

      

  新株予約権 

  

 640個 

 なお、これらの詳細

については、第４提出

会社の状況１株式等の

状況(2)新株予約権等

の状況に記載のとおり

であります。 

 2,095個 

  なお、これらの詳細

については、第４提出

会社の状況１株式等の

状況(2)新株予約権等

の状況に記載のとおり

であります。 

 595個 

  なお、これらの詳細

については、第４提出

会社の状況１株式等の

状況(2)新株予約権等

の状況に記載のとおり

であります。 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間（自 平成17年３月16日 至 平成17年９月15日） 

 該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成18年３月16日 至 平成18年９月15日） 

 平成18年11月９日開催の取締役会において、株式会社倉持薬局の株式取得（子会社化）に関する基本合意契約

締結の決議をし、同日基本合意契約を締結いたしました。 

  

前事業年度（自 平成17年３月16日 至 平成18年３月15日） 

  該当事項はありません。 

① 株式取得の目的  株式会社倉持薬局は、茨城県を中心にメガ・ドラッグストアを８店舗展開する

企業であります。また同地域に於いても、当社との相互補完が十分に可能な店舗

配置となっております。当社と致しましては、既存エリア強化のためのドミナン

ト化推進とシェア拡大を図るべく新規エリアに出店をしてまいりましたが、地域

密着型の店舗を展開する株式会社倉持薬局との事業展開は、同エリア内の市場占

有率を高めるだけでなく、今後の出店戦略において理念を共有し得る戦略的パー

トナーとしても有益であると考えております。このため、今後お互いの事業展開

を鑑み連携を図っていく上で、この度の株式取得を行うことは、両社にとって有

益であると判断し基本合意するに至りました。 

②  商号  株式会社倉持薬局 

③  代表者  代表取締役社長 倉持行夫 

④  所在地  茨城県坂東市沓掛1633番地 

⑤  主な事業  医薬品、化粧品、日用雑貨、一般食品の販売 

⑥  資本金  50百万円 

⑦  発行済株式数  100,000株 

⑧  売上高  6,863百万円（平成17年12月期） 

⑨  決算期  12月31日 

⑩  取得する株式の数  100,000株 

⑪   取得後の持分比率  100％ 

⑫  株式取得の時期  未定 

⑬   支払資金の調達方法  未定 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1） 
有価証券報告書 

及びその添付書類 

  事業年度 

（第39期） 

  自 平成17年３月16日

至 平成18年３月15日

  平成18年６月９日 

関東財務局長に提出。 

(2） 臨時報告書 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第

19条第２項第２号の２（募集によらな

いで取得される新株予約権の発行）に

基づく臨時報告書であります。 

  平成18年７月31日 

関東財務局長に提出。 

(3） 臨時報告書 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第

19条第２項第２号の２（募集によらな

いで取得される新株予約権の発行）に

基づく臨時報告書であります。 

  平成18年７月31日 

関東財務局長に提出。 

(4） 訂正報告書 
 （2）の臨時報告書に係る訂正報告書で

あります。 

  平成18年８月16日 

関東財務局長に提出。 

(5） 訂正報告書 
 （3）の臨時報告書に係る訂正報告書で

あります。 

  平成18年８月16日 

関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



 独立監査人の中間監査報告書  

 平成17年12月８日

株式会社カワチ薬品  

 取 締 役 会 御中  

 東陽監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 中 野 敦 夫  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 本 橋 隆 夫  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社カワチ薬品の平成17年3月16日から平成18年3月15日までの第39期事業年度の中間会計期間（平成17年3月16日から平成

17年9月15日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社カワチ薬品の平成17年9月15日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年3月

16日から平成17年9月15日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

追記情報 

 会計処理の変更に記載の通り、会社は固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により

中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



 独立監査人の中間監査報告書  

 平成18年12月８日

株式会社カワチ薬品  

 取 締 役 会 御中  

 東陽監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 中 野 敦 夫  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 能 勢  元   ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社カワチ薬品の平成18年３月16日から平成19年３月15日までの第40期事業年度の中間会計期間（平成18年３月16日から

平成18年９月15日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算

書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社カワチ薬品の平成18年９月15日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年３

月16日から平成18年９月15日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

 追記情報 

 「重要な後発事象」に記載されているとおり、会社は平成18年11月９日開催の取締役会において、株式会社倉持

薬局の全株式の取得（子会社化）に関する基本合意契約締結の決議をし、同日基本合意契約を締結した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 
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